
１　重要な会計方針

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法

　　　その他有価証券

　　　　　移動平均法による原価法によっている。

（２） 固定資産の減価償却の方法

　　　有形固定資産及び無形固定資産

　　　　　定額法によっている。

　　　リース資産(所有権移転外ファイナンス・リース資産）

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（３） 引当金の計上基準

　　　賞与引当金

　　　　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。　　　　

　　　退職給付引当金

　　　　退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。　　　　

（４） 埋蔵文化財発掘調査受託収益の計上基準

　　　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる事業については、工事進行基準（事業

　　　の進捗率の見積りは原価比例法）を適用している。

（５） キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　資金の範囲は、手許現金及び随時引き出し可能な預金からなっている。

（６） 消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　　（単位　：　円）

基本財産

　　定期預金 0 0 10,000,000

小　計 0 0 10,000,000

特定資産

　　退職給付引当資産 13,696,540 0 128,721,774

　　運営変動準備資産 0 0 50,000,000

　　整理業務関連施設建設資産 0 0 6,965,880

小　計 13,696,540 0 185,687,654

合　計 13,696,540 0 195,687,654

財務諸表に対する注記

科　目 当期増加額 当期減少額 当期末残高前期末残高

10,000,000

10,000,000

115,025,234

50,000,000

6,965,880

171,991,114

181,991,114



３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　  基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

　　（単位　：　円）

基本財産

　　定期預金 (10,000,000) (0) －

小　計 (10,000,000) (0) －

特定資産

　　退職給付引当資産 － － (128,721,774)

　　運営変動準備資産 (0) (50,000,000) －

　　整理業務関連施設建設資産 － － (6,965,880)

小　計 (0) (50,000,000) (135,687,654)

合　計 (10,000,000) (50,000,000) (135,687,654)

４　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

　　（単位　：　円）

什器備品 25,408,164 7,913,194

リース資産 20,149,585 10,797,105

ソフトウェア 498,750 0

合　計 46,056,499 18,710,299

５　キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

（１） 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額と関係は以下のとおりである。

現金預金勘定 現金預金勘定 121,235,506円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 預入期間が3ヶ月を超える定期預金 －　　　　－　円 

現金及び現金同等物 現金及び現金同等物 121,235,506円

（２） 重要な非資金取引は以下のとおりである。

ファイナンス・リース取引による資産の取得が

4,158,000 円ある。

６　その他

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

  　 リース資産の内容

　　　　その他固定資産

             遺物実測機他

科　目
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

前期末 当期末

当期末残高

10,000,000

10,000,000

128,721,774

6,965,880

185,687,654

195,687,654

50,000,000

該当なし

当期末

科　目 減価償却累計額 当期末残高

123,597,955円

123,597,955円

前期末

取得価額

33,321,358

30,946,690

498,750

64,766,798

－　　　　－　円 


